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○「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進について」（平成23年10月７日付け老高発第1007第１号発第１号、国住心
第41号厚生労働省老健局高齢者支援課長・国土交通省住宅局安心居住推進課長通知）の別添１（合意書及び別記様式）の新合意書及び旧合意
書比較表

（傍線の部分は改正部分）

新合意書 旧合意書

別添１ 別添

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書 サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書

警察庁丁暴発第182号 警察庁丁暴発第 213号
老高発1101第３号 老高発第 1007第２号
国住心第197号 国住心第 41号

令和元年11月１日 平成 23年 10月７日

警 察 庁 刑 事 局 組 織 犯 罪 対 策 部 暴 力 団 対 策 課 長 警 察 庁 刑 事 局 組 織 犯 罪 対 策 部 暴 力 団 対 策 課 長

山 浦 親 一 露 木 康 浩

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 長 厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 長

齋 藤 良 太 深 澤 典 宏

国 土 交 通 省 住 宅 局 安 心 居 住 推 進 課 長 国 土 交 通 省 住 宅 局 安 心 居 住 推 進 課 長

川 野 宇 宏 山 口 敏 彦

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録対象からの暴力団排除を推進するため、警察 サービス付き高齢者向け住宅事業の登録対象からの暴力団排除を推進するため、警察

庁と国土交通省及び厚生労働省は、下記のことについて合意する。 庁と国土交通省及び厚生労働省は、下記のことについて合意する。

なお、本合意書は令和元年12月14日以降効力を有することとし、同日をもって「サー

ビス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」（平成23年

10月７日付け警察庁丁暴発第213号、老高発第1007第２号、国住心第41号）は廃止する。

記 記

１ 照会手続 １ 照会手続

(1) 都道府県（指定都市及び中核市を含む。）のサービス付き高齢者向け住宅事業の登 (1) 都道府県（指定都市及び中核市を含む。）のサービス付き高齢者向け住宅事業の登

録制度を主管する課（以下「登録制度主管課」という。）の長（以下「登録制度主管 録制度を主管する課の長（以下「登録制度主管課長」という。）は、次に掲げる者（以

課長」という。）は、次に掲げる者（法人である場合においては当該法人、その役員 下「登録申請者等」という。）について、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平

及び使用人（サービス付き高齢者向け住宅事業に関し事務所の代表者である使用人 成13年法律第26号。以下「高齢者住まい法」という。）第８条第５号、第６号から第

（参考）
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（参考）

をいう。以下同じ。）、個人である場合においてはその者及び使用人、営業に関し成 ８号まで（同条第５号に該当する場合に限る。）又は第９号のいずれか（以下「登録

年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合においてはその法定代理人（法 拒否要件」という。）に該当するか否かを確認するため必要があるときは、当該登録

定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。）。以下「登録申請者等」 制度主管課長の所在地を管轄する警視庁又は道府県警察本部の暴力団対策を主管す

という。）について、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号。 る課の長（以下「暴力団対策主管課長」という。）に対し、照会書（別記様式第１号）

以下「高齢者住まい法」という。）第８条第１項第４号、第６号から第８号まで（同 により照会するものとする。

項第４号に該当する場合に限る。）又は第９号のいずれか（以下「登録拒否要件」と

いう。）に該当するか否かを確認するため必要があるときは、当該登録制度主管課の

所在地を管轄する警視庁又は道府県警察本部の暴力団対策を主管する課の長（以下

「暴力団対策主管課長」という。）に対し、照会書（別記様式第１号）により照会す

るものとする。

①高齢者住まい法第５条第１項の登録（同条第２項の登録の更新を含む。）を受けよ ①高齢者住まい法第５条第１項の登録（同条第２項の登録の更新を含む。）を受けよ

うとする者 うとする者

②高齢者住まい法第９条第１項に規定する登録事業者 ②高齢者住まい法第９条第１項に規定する登録事業者

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

５ その他 ５ その他

(1) 暴力団対策主管課長と登録制度主管課長との間の書類又は電磁的記録媒体の送付 (1) 暴力団対策主管課長と登録制度主管課長との間の書類又は電磁的記録媒体の送付

については、原則として、手交を持って行うものとする。 ただし、双方の所在地 については、原則として、手交を持って行うものとする。 ただし、暴力団対策主

が遠隔地であるなど、手交により難いと認められる特段の事情があるときには、暴 管課長の所在地と登録制度主管課長の所在地が遠隔地であるなど、手交により難い

力団対策主管課長と登録制度主管課長との間で協議の上、郵便書留による送付をも と認められる特段の事情があるときには、暴力団対策主管課長と登録制度主管課長

って行うことができる。 との間で協議の上、郵便書留による送付をもって行うことができる。

いずれの場合も、送付する書類及び電磁的記録媒体の紛失、誤配達の防止、外 いずれの場合も、送付する書類及び電磁的記録媒体の紛失、誤配達の防止、外

部への漏洩の防止その他の情報の管理に万全を期すものとする。 部への漏洩の防止その他の情報の管理に万全を期すものとする。

(2) （略） (2) （略）

別記様式第１号（照会） 別記様式第１号（照会）

文 書 番 号 文 書 番 号

令和○○年○○月○○日 平成○○年○○月○○日

○○警察本部暴力団対策主管課長 殿 ○○警察本部暴力団対策主管課長 殿

○○都道府県登録制度主管課長 印 ○○都道府県登録制度主管課長 印

「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」 「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」

に基づく照会について に基づく照会について

「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」（令 「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」（平

和元年 11 月１日付け警察庁丁暴発第182号、老高発 1101 第３号、国住心第197号）に基 成23年10月７日付け警察庁丁暴発第213号、老発第1007第２号、国住心第41号）に基づき、
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（参考）

づき、下記の当該合意書に規定する登録申請者等が登録拒否要件に該当するか否かにつ 下記の当該合意書に規定する登録申請者等が登録拒否要件に該当するか否かについて照

いて照会します。 会します。

記 記

１ 照会対象者 １ 照会対象

別添のとおり。 (1) 登録申請者等
①商号、名称又は氏名

※ 別添を用いない場合は、 ②住所

氏名（フリガナ）、生年月日、性別、住所、役職 ③事務所の名称

を記載し、登録申請者が法人の場合は、 ④事務所の所在地

その法人の商号又は名称

を加えて記載すること。 (2) 照会対象者
①登録申請者等との関係（役職名等）

②氏名（読み仮名）

③生年月日

④性別

⑤その他

※照会対象者が複数存在する場合には、それぞれについて記載する。

２ 申請年月日等

(1) 申請年月日
(2) 種別

登録／登録（更新）／登録事項等の変更の届出／登録事業者の地位の承継の届出

３ 照会を必要とする理由

別記様式第２号（回答） 別記様式第２号（回答）

文 書 番 号 文 書 番 号

令和○○年○月○日 平成○○年○月○日

○○都道府県登録制度主管課長 殿 ○○都道府県登録制度主管課長 殿

○○警察本部暴力団対策主管課長 印 ○○警察本部暴力団対策主管課長 印

「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」 「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」

に基づく回答について に基づく回答について

「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」（令 「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」（平

和元年11月１日付警察庁丁暴発第182号、老高発1101第３号、国住心第197号）に基づき、 成23年10月７日付け警察庁丁暴発第213号、老発第1007第２号、国住心第41号）に基づき、
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（参考）

令和 年 月 日付け（文書番号）で照会のあった件について、下記のとおり回 平成 年 月 日付け（文書番号）で照会のあった件について、下記のとおり回

答します。 答します。

記 記

１ 照会対象登録申請者等

①商号、名称又は氏名

②住所

③事務所の名称

④事務所の所在地

１ 照会に係る調査結果 ２ 照会に係る調査結果

○ 該当した場合 ○該当した場合

照会対象者○○○○は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律第 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）第８条第○号に該当

26号）第８条第１項第○号に該当する事由があると認められる。 する事由があると認められる。

※ 第４号、第６号から第８号まで（同項第４号に該当する場合に限る。）又は第９ ※第５号、第６号から第８号まで（同条第５号に該当する場合に限る。）又は第９号

号のうち、該当する号を記載する。 のうち、該当する号を記載する。

○ 該当しない場合 ○該当しない場合

該当する事由があると認められない。 該当する事由があると認められない。

２ （略） ３ （略）

別記様式第３号（通知） 別記様式第３号（通知）

文 書 番 号 文 書 番 号

令和○○年○月○日 平成○○年○月○日

○○都道府県登録制度主管課長 殿 ○○都道府県登録制度主管課長 殿

○○警察本部暴力団対策主管課長 印 ○○警察本部暴力団対策主管課長 印

「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」 「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」

に基づく通知について に基づく通知について

「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」（令 「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」（平

和元年11月１日付警察庁丁暴発第182号、老高発1101第３号、国住心第197号）に基づき、 成23年10月７日付警察庁丁暴発第213号、老高発第1007第２号、国住心第41号）に基づき、

下記のとおり通知します。 下記のとおり通知します。

記 記
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（参考）

１ 登録拒否要件に該当する登録申請者等 １ 登録拒否要件に該当する登録申請者等

① 氏名（フリガナ） ①商号、名称又は氏名

② 生年月日 ②住所

③ 性別 ③事務所の名称

④ 住所 ④事務所の所在地

⑤ 法人の場合にあっては、その法人の商号又は名称及びその者の役職

２ 理由 ２ 理由

上記登録申請者等は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号） 上記登録申請者等は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）

第８条第１項第○号に該当する事由があると認められる。 第８条第○号に該当する事由があると認められる。

※第４号、第６号から第８号まで（同項第４号に該当する場合に限る。）又は第９号の ※第５号、第６号から第８号まで（同条第５号に該当する場合に限る。）又は第９号の

うち、該当する号を記載する。 うち、該当する号を記載する。

３ （略） ３ （略）

別記様式第４号 別記様式第４号

文 書 番 号 文 書 番 号

令和○○年○月○日 平成○○年○月○日

○○警察本部暴力団対策主管課長 殿 ○○警察本部暴力団対策主管課長 殿

○○都道府県登録制度主管課長 印 ○○都道府県登録制度主管課長 印

暴力団員等に係るサービス付き高齢者向け住宅事業の｛登録の拒否／登録の取消し／補 暴力団員等に係るサービス付き高齢者向け住宅事業の｛登録の拒否／登録の取消し／補

助金の不交付決定／補助金の交付決定の取消し及び返還請求｝について（通知） 助金の不交付決定／補助金の交付決定の取消し及び返還請求｝について（通知）

令和○○年○月○日付け（文書番号）で｛回答／情報提供｝のあった下記の者に係る 平成○○年○月○日付け（文書番号）で｛回答／情報提供｝のあった下記の者に係る

｛サービス付き高齢者向け住宅事業の登録／社会資本整備総合交付金によるサービス付 ｛サービス付き高齢者向け住宅事業の登録／社会資本整備総合交付金によるサービス付

き高齢者向け住宅の整備に関する事業の実施に要する費用に対する補助金の交付｝につ き高齢者向け住宅の整備に関する事業の実施に要する費用に対する補助金の交付｝につ

いては、令和○○年○月○日付けで｛登録を拒否する／登録を取り消す／補助金の不交 いては、平成○○年○月○日付けで｛登録を拒否する／登録を取り消す／補助金の不交

付決定を行う／補助金の交付決定の取消し及び返還請求を行う｝こととしたので通知し 付決定を行う／補助金の交付決定の取消し及び返還請求を行う｝こととしたので通知し

ます。 ます。

１ 登録拒否要件に該当する登録申請者等 １ 登録拒否要件に該当する登録申請者等

① 氏名（フリガナ） ①商号、名称又は氏名

② 生年月日 ②住所

③ 性別 ③事務所の名称

④ 住所 ④事務所の所在地

⑤ 法人の場合にあっては、その法人の商号又は名称及びその者の役職
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（参考）

２ （略） ２ （略）

別記様式第１号（照会）別添 （新設）

照会文書記載例

ｼﾒｲ 氏名 和歴 年 月 日 性別 住所 法人名 役職

ﾛｳﾄﾞｳ ﾀ 労働 太郎 S 30 03 04 M 東京都千代 ●●(株) 代表取

ﾛｳ 田区 締役

ｶﾝｷｮｳ ｷ 環境 綺麗 H １ 11 30 F 東京都府中 (株)▲▲ 営業部

ﾚｲ 市 長

ﾄｳﾎｸ ｲﾁ 東北 一郎 S 40 01 01 M ●●県▲▲ ■■(有) 取締役

ﾛｳ 郡■■町

ｶﾝｻｲ ｼﾞ 関西 次郎 S 45 12 24 M 大阪市中央 (有)×× 労働課

ﾛｳ 区 長

ｷｭｳｼｭｳ 九州 三郎 S 39 08 02 M 神奈川県横 個人 －

ｻﾌﾞﾛｳ 浜市

（補足説明）

電磁的記録(拡張子.xls にて保存）については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で
１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（大正は T、
昭和は S、平成は H、令和は Rで半角とし、数字は２桁半角）、性別（半角で男性は M、
女性は F）、住所（市区町村まで全角）、法人名（全角）、役職（全角）をセルごとに入力
し、照会を行うものとする（上記記載例参照）。

なお、上記記載例は、便宜上、項目名及び罫線を付しているが、実際の照会の際は、



- 7 -

罫線は不要。

また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、シメイ欄は当該アルファベ

ットのカナ読みを入力すること。

（参考）
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平成２３年１０月７日

老高発第１００７第１号

国 住 心 第 ４ １ 号

（ 一 部 改 正 ）

令和元年１１月１日

老高発１１０１第２号

国 住 心 第 １ ９ ７ 号

各 都道府県 住宅担当部長 宛て

指定都市 福祉担当部長

中 核 市

厚生労働省老健局高齢者支援課長

国土交通省住宅局安心居住推進課長

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進について

高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号。以下「高齢者住まい法」

という ）第５条第１項の登録（同条第２項の登録の更新を含む。以下同じ ）に係る同条。 。

（ 「 」第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅 以下 登録サービス付き高齢者向け住宅

という ）の整備に関する事業の実施に要する費用については、社会資本整備総合交付金の。

交付対象となるため、登録事業者が暴力団員等であった場合には、本交付金が暴力団の資

金源となるおそれがある。

このため、暴力団員等への公金支出を防止する観点から、高齢者住まい法第８条第１項

において、登録を受けようとする者（以下「登録申請者」という ）が、同項第４号、第６。

号から第８号まで（同項第４号に該当する場合に限る ）又は第９号のいずれか（以下「登。

録拒否要件」という ）に該当するときは、その登録を拒否する旨の暴力団排除条項を規定。

している。

ついては、サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関し、警

察庁と協議の上 「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関す、

」（ 、 、 。る合意書 令和元年11月１日付警察庁丁暴発第182号 老高発1101第３号 国住心第197号

以下「合意書」という （別添１）に基づき、下記のとおり取り組むこととしたので、各。）

都道府県、指定都市及び中核市においては、その実施に遺漏なきようお願いする。

記
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１．登録拒否要件に係る照会等

(1) 登録申請書における誓約

高齢者住まい法第６条第１項第15号及び国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住

の安定の確保に関する法律施行規則（平成23年厚生労働省令・国土交通省令第２号）

第６条第12号及び第13号に基づき、登録申請者は、登録申請時において、登録申請書

に登録申請者及び法定代理人が登録拒否要件に該当しない者であること誓約する必要

がある。

(2) 登録拒否要件に係る照会

都道府県（指定都市及び中核市を含む。以下同じ ）のサービス付き高齢者向け住宅。

事業の登録制度を主管する課（以下「登録制度主管課」という ）の長（以下「登録。

制度主管課長」という ）は、登録の申請、登録事項等の変更の届出又は登録事業者の。

地位の承継の届出の際の窓口における対応、地元住民の風評、従業員等からの通報そ

の他の状況から、登録申請者及び高齢者住まい法第９条第１項に規定する登録事業者

（法人である場合においては当該法人、その役員及び使用人（サービス付き高齢者向

け住宅事業に関し事務所の代表者である使用人をいう。以下同じ 、個人である場合。）

においてはその者及び使用人、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年

者である場合においてはその法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、

その役員を含む 。以下「登録申請者等」という ）が登録拒否要件に該当するか否。） 。

かを確認するため必要があるときは、当該登録制度主管課の所在地を管轄する警視庁

又は道府県警察本部の暴力団対策を主管する課の長（以下「暴力団対策主管課長」と

いう ）に対し、合意書別記様式第１号により、当該登録申請者等の氏名カナ、氏名。

漢字、生年月日、性別及び住所をＣＳＶ形式（エクセル、アクセス等の表計算又はデ

ータベースソフトウェアで選択できる保存ファイル形式）により記録した電磁的記録

媒体（フロッピーディスク等 （以下「氏名等保存電磁的記録媒体」という ）により） 。

照会するものとする。ただし、照会する者の人数が５名以下の場合は、氏名等保存電

磁的記録媒体を要さず、必要な情報が含まれていれば、形式も問わない。

なお、電磁的記録媒体への記録に当たっては、氏名カナ（半角とし、姓と名の間は

半角で１マス空け 、氏名漢字（全角とし、姓と名の間は全角で１マス空け 、生年月） ）

日（大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、令和はＲで半角とし、数字は２桁半角）及び性

（ 、 ） 、 、 、 、 、 、 、別 半角で男性はＭ 女性はＦ を入力し 氏名カナ 氏名漢字 元号 年 月 日

性別及び住所の間を半角カンマで区切るものとする。

照会の際には、

① 照会対象者の氏名カナ、氏名漢字、生年月日、性別、住所等については、登録

申請書別添の役員名簿、必要に応じて登録申請者等に提出させる「暴力団排除に

係る登録拒否要件の確認情報 （別添２）等により確認すること」

② 照会対象者の情報は個人情報であり、漏洩、紛失又は破損を防ぐ観点から厳正

に管理すること

に留意するものとする。

なお、本照会に際し暴力団対策主管課長に登録申請者等の情報を提供することは、

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第58号）第８条には
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抵触しない旨申し添える。

２．登録拒否要件に該当した場合の対応

１の照会に対し、暴力団対策主管課長から合意書別記様式第２号により、登録申請者

等が登録拒否要件に該当する事由があると認められる旨の回答があった場合には、以下

の措置を講じるとともに、当該措置を講じた旨を、合意書別記様式第４号により、暴力

団対策主管課長に通知するものとする。

(1) 登録申請者については、高齢者住まい法第８条第１項に基づき、登録を拒否する。

(2) 高齢者住まい法第９条第１項に規定する登録事業者については、同法第26条第１項

に基づき、その登録事業の登録を取り消す。

(3) 社会資本整備総合交付金による登録サービス付き高齢者向け住宅の整備に関する事

業の実施に要する費用に対する補助金（以下単に「補助金」という ）の交付申請に。

ついては、不交付決定を行う。

(4) 補助金の交付決定をしていた場合には、交付決定を取り消し、当該補助金の返還を

求める。

上記の措置を講じる場合において、当該登録申請者等が登録拒否要件に該当すると都

道府県の住宅部局及び福祉部局が判断した根拠を問われた場合には、警視庁又は道府県

警察本部からの情報提供によるものであること及び具体的に該当するとされた項目を口

頭により明らかにすることは可能である。

３．登録拒否要件に該当する旨の通知

暴力団対策主管課長が、登録申請者等が登録拒否要件に該当すると認める事実を確認

した場合には、合意書別記様式第３号により、当該事実の確認された区域を管轄する登

、 。 、録制度主管課長に対し 通知することとなる 当該通知があった場合の対応については

２の規定を準用する。

４．暴力団員等による不正登録及び不正受給に関する事案への対応

暴力団員等による不正な登録及び補助金の不正な受給に関する事案については、当該

補助金が暴力団活動の資金源として用いられる可能性が高いことから、社会的反響も大

きく、国民の信頼を揺るがしかねない。

このため、都道府県の住宅部局及び福祉部局は、警察等捜査機関に対する告発や捜査

への協力を行い、厳正な対応を行うこととする。

５．その他

本通知に基づく暴力団対策主管課長への照会の結果、登録申請者等が登録拒否要件に

該当すると判明した場合には、当該登録申請者等の情報及び対処方針を遅滞なく国土交

、通省住宅局安心居住推進課及び厚生労働省老健局高齢者支援課に情報提供するとともに

以降の経過についても適宜情報提供することとする。また、本通知の取扱いについて疑

義が生じた場合には、同課に照会することとする。

さらに、本通知の実行に際しては、暴力団対策主管課長と緊密に連携を取り、円滑な

執行を図るとともに、職員の安全確保に懸念が生じた場合は速やかに暴力団対策主管課
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長に相談することとする。

また、本通知の実行に際しては、住宅部局と福祉部局との情報共有等適切な連携を図

ることとする。

以上
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サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書

警察庁丁暴発第182号

老高発1101第３号

国住心第197号

令和元年11月１日

警察庁刑事局組織犯罪対策部暴力団対策課長

山 浦 親 一

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 長

齋 藤 良 太

国土交通省住宅局安心居住推進課長

川 野 宇 宏

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録対象からの暴力団排除を推進するため、警察庁

と国土交通省及び厚生労働省は、下記のことについて合意する。

なお、本合意書は令和元年12月14日以降効力を有することとし、同日をもって「サービ

ス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書 （平成23年10」

月７日付け警察庁丁暴発第213号、老高発第1007第２号、国住心第41号）は廃止する。

記

１ 照会手続

(1) 都道府県（指定都市及び中核市を含む ）のサービス付き高齢者向け住宅事業の登。

録制度を主管する課（以下「登録制度主管課」という ）の長（以下「登録制度主管。

課長」という ）は、次に掲げる者（法人である場合においては当該法人、その役員。

及び使用人（サービス付き高齢者向け住宅事業に関し事務所の代表者である使用人を

いう。以下同じ 、個人である場合においてはその者及び使用人、営業に関し成年者。）

と同一の行為能力を有しない未成年者である場合においてはその法定代理人（法定代

、 。）。 「 」 。）理人が法人である場合においては その役員を含む 以下 登録申請者等 という

について、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号。以下「高齢

者住まい法」という ）第８条第１項第４号、第６号から第８号まで（同項第４号に。

該当する場合に限る ）又は第９号のいずれか（以下「登録拒否要件」という ）に該。 。

当するか否かを確認するため必要があるときは、当該登録制度主管課の所在地を管轄

toyofuku-r2g6
テキストボックス
別添１
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する警視庁又は道府県警察本部の暴力団対策を主管する課の長（以下「暴力団対策主

管課長」という ）に対し、照会書（別記様式第１号）により照会するものとする。。

①高齢者住まい法第５条第１項の登録（同条第２項の登録の更新を含む ）を受けよ。

うとする者

②高齢者住まい法第９条第１項に規定する登録事業者

、 。(2) 登録制度主管課長は 前記(1)による照会に電磁的記録媒体を用いることができる

この場合の電磁的記録媒体への入力要領は、別に定める。

(3) 暴力団対策主管課長は、前記(1)による照会を受けたときは、速やかに調査の上、

登録制度主管課長に対し、文書（別記様式第２号）により回答する。

２ 通知手続

暴力団対策主管課長は、登録申請者等が登録拒否要件に該当すると認める事実を確認

した場合には、当該事実の確認された区域を管轄する登録制度主管課長に対し、速やか

に文書（別記様式第３号）により通知するものとする。

３ 措置の通知

登録制度主管課長は、登録拒否要件に該当する旨の前記１(3)に規定する回答又は前

記２の通知を受けた場合は、登録の拒否等を行い、当該措置を講じた旨を、別記様式第

４号により暴力団対策主管課長に通知するものとする。

４ 保護措置

暴力団対策主管課長は、本合意書に基づき、登録制度主管課長が登録の拒否等を行う

場合において、登録制度主管課長から要請、相談等を受けた場合は、登録制度主管課長

と緊密に連携し、関係職員の保護等必要な措置を講ずるものとする。

５ その他

(1) 暴力団対策主管課長と登録制度主管課長との間の書類又は電磁的記録媒体の送付に

ついては、原則として、手交を持って行うものとする。ただし、双方の所在地が遠隔

地であるなど、手交により難いと認められる特段の事情があるときには、暴力団対策

主管課長と登録制度主管課長との間で協議の上、郵便書留による送付をもって行うこ

とができる。

いずれの場合も、送付する書類及び電磁的記録媒体の紛失、誤配達の防止、外部へ

の漏洩の防止その他の情報の管理に万全を期すものとする。

(2) 暴力団対策主管課長と登録制度主管課長とは、本合意書に定めのない事項又は疑義

の生じた事項については、その都度協議の上、決定するものとする。

なお、決定した事項について、暴力団対策主管課長は警察庁刑事局組織犯罪対策部

暴力団対策課長に、登録制度主管課長は国土交通省住宅局安心居住推進課長及び厚生

労働省老健局高齢者支援課長に対してそれぞれ報告するものとする。

以上



別記様式第１号（照会）

文 書 番 号

令和○○年○○月○○日

○○警察本部暴力団対策主管課長 殿

○○都道府県登録制度主管課長 印

「 」サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書

に基づく照会について

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書 令「 」（

、 、 ） 、和元年11月１日付け警察庁丁暴発第182号 老高発1101第３号 国住心第197号 に基づき

下記の当該合意書に規定する登録申請者等が登録拒否要件に該当するか否かについて照会

します。

記

１ 照会対象者

別添のとおり。

※ 別添を用いない場合は、

氏名（フリガナ 、生年月日、性別、住所、役職）

を記載し、登録申請者が法人の場合は、

その法人の商号又は名称

を加えて記載すること。



別記様式第２号（回答）

文 書 番 号

令和○○年○月○日

○○都道府県登録制度主管課長 殿

○○警察本部暴力団対策主管課長 印

「 」サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書

に基づく回答について

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書 令「 」（

、 、 ） 、和元年11月１日付け警察庁丁暴発第182号 老高発1101第３号 国住心第197号 に基づき

令和 年 月 日付け（文書番号）で照会のあった件について、下記のとおり回答

します。

記

１ 照会に係る調査結果

○ 該当した場合

照会対象者○○○○は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26

号）第８条第１項第○号に該当する事由があると認められる。

※ 第４号、第６号から第８号まで（同項第４号に該当する場合に限る ）又は第９。

号のうち、該当する号を記載する。

○ 該当しない場合

該当する事由があると認められない。

２ その他（※必要により記載）



別記様式第３号（通知）

文 書 番 号

令和○○年○月○日

○○都道府県登録制度主管課長 殿

○○警察本部暴力団対策主管課長 印

「 」サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書

に基づく通知について

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書 令「 」（

、 、 ） 、和元年11月１日付け警察庁丁暴発第182号 老高発1101第３号 国住心第197号 に基づき

下記のとおり通知します。

記

１ 登録拒否要件に該当する登録申請者等

① 氏名（フリガナ）

② 生年月日

③ 性別

④ 住所

⑤ 法人の場合にあっては、その法人の商号又は名称及びその者の役職

２ 理由

上記登録申請者等は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）

第８条第１項第○号に該当する事由があると認められる。

※第４号、第６号から第８号まで（同項第４号に該当する場合に限る ）又は第９号の。

うち、該当する号を記載する。

３ その他（※必要により記載）



別記様式第４号

文 書 番 号

令和○○年○月○日

○○警察本部暴力団主管課長 殿

○○都道府県登録制度主管課長 印

暴力団員等に係るサービス付き高齢者向け住宅事業の｛登録の拒否／登録

｝の取消し／補助金の不交付決定／補助金の交付決定の取消し及び返還請求

について（通知）

令和○○年○月○日付け 文書番号 で 回答／情報提供 のあった下記の者に係る サ（ ） ｛ ｝ ｛

ービス付き高齢者向け住宅事業の登録／社会資本整備総合交付金によるサービス付き高齢

者向け住宅の整備に関する事業の実施に要する費用に対する補助金の交付｝については、

令和○○年○月○日付けで｛登録を拒否する／登録を取り消す／補助金の不交付決定を行

う／補助金の交付決定の取消し及び返還請求を行う｝こととしたので通知します。

記

１ 措置を講ずることとした登録申請者等

① 氏名（フリガナ）

② 生年月日

③ 性別

④ 住所

⑤ 法人の場合にあっては、その法人の商号又は名称及びその者の役職

２ その他（必要により記載）



別記様式第１号（照会）別添

照会文書記載例
ｼﾒｲ 氏名 和暦 年 月 日 性別 住所 役職
ﾛｳﾄﾞｳ ﾀﾛｳ 労働　太郎 S 30 03 04 M 東京都千代田区 代表取締役
ｶﾝｷｮｳ ｷﾚｲ 環境　綺麗 H １ 11 30 F 東京都府中市 営業部長
ﾄｳﾎｸ ｲﾁﾛｳ 東北　一郎 S 40 01 01 M ●●県▲▲郡■■町 取締役
ｶﾝｻｲ ｼﾞﾛｳ 関西　次郎 S 45 12 24 M 大阪市中央区 労働課長
ｷｭｳｼｭｳ ｻﾌﾞﾛｳ 九州　三郎 S 39 08 02 M 神奈川県横浜市 －

法人名
●●(株)
(株)▲▲
■■(有)
(有)××
個人

（補足説明）

電磁的記録(拡張子.xlsにて保存）については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名漢字

（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（大正は T、昭和は S、平成は H、令和はRで半角とし、数

字は２桁半角）、性別（半角で男性は M、女性は F）、住所（市区町村まで全角）、法人名（全角）、役職（全角）を

セルごとに入力し、照会を行うものとする（上記記載例参照）。

なお、上記記載例は、便宜上、項目名及び罫線を付しているが、実際の照会の際は、罫線は不要。

また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、シメイ欄は当該アルファベットのカナ読みを入力する

こと。



別添２ 

暴力団排除に係る登録拒否要件の確認情報 

 

１．登録申請者が個人である場合 

 

２．登録申請者が法人である場合 

登録申請者 

氏 名 読み仮名 生年月日 性 別 住 所 

     

登録申請者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合、その法定代理人 

氏 名 読み仮名 生年月日 性 別 住 所 

     

事務所の代表者である使用人 

氏 名 読み仮名 生年月日 性 別 住 所 

     

当該法人の役員 

氏 名 読み仮名 生年月日 性 別 住 所 

     

     

     

     

事務所の代表者である使用人 

氏 名 読み仮名 生年月日 性 別 住 所 
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